
※ 給料、職員手当、共済費等各局で要求しないものは除く

（債務負担　1,653百万円）

取組内容
個人情報の適正な管理を徹底するため、情報セキュリティアドバイザーの活用や第三者
による情報システムの監査を実施し、情報セキュリティ対策の維持・強化を図る。

取組内容
地方自治法の一部改正に伴う内部統制制度の円滑な実施に向け、これまでの内部管理マ
ネジメントの取組を踏まえた新たな制度を構築し、適正な事務執行体制を確保する。

○ 情報セキュリティ対策 7 百万円

取組内容
タブレット端末機を用いたペーパレス会議システムの利用促進により、業務の効率化と
働き方改革の推進を図る。

8 百万円◎ 内部統制制度の整備

％）

【※　◎は新規事業、○は拡充事業】

要求額

ペーパレス会議システムの利用拡張 10 百万円○

局・区名 総務局 要求総額 3,554 百万円

（対前年度予算 ▲ 25

◎ 各局が進める“SWITCH”の取組みのサポート 3 百万円

取組内容
各局（区）が取り組む「職員の意識改革」や「仕事のやり方改革」などSWITCH”の取組
みについて、現状の分析や効果的な改善案の提案などを実施し、職員のワークライフバ
ランスと市民サービスの向上を図る。

○ 高層館大規模改修事業 501 百万円

取組内容

高層館の長寿命化を図るため、劣化度診断結果に基づき計画的な更新を行う。

○ セーフティ庁舎の推進 72 百万円

○ 市民駐車場等の整備 39 百万円

取組内容
庁舎のセキュリティ強化に向けた防犯カメラの拡充と高層館１階エントランス天井改修
工事等により、来庁者が安心して快適に利用できる庁舎環境を整備するとともに、防災
活動拠点として庁舎の安全性向上を図る。

取組内容

市民交流広場の整備にあわせ、堺保健センターの移転整備とともに、新たに市民用立体
駐車場を整備し、市民の利便性の向上を図る。

重点的に取り組むもの 

  多様化する行政ニーズに的確に対応し、まちの持続的な発展、市民サービスのさらなる向上に向けて、着実な
行財政改革の推進、少数精鋭で効率的な組織体制を構築するとともに、政策立案や業務遂行、危機管理能力な
ど、職員のレベルアップを図ることが必要です。 

 総務局では、幅広い視点から各局の事務事業の遂行をサポートし、持続可能な都市経営に寄与することを念

頭に、全庁での行財政改革の推進をはじめ、働き方改革の推進による長時間勤務の是正、地方自治法の一部

改正に伴う内部統制制度の整備のほか、庁舎の安全性の向上に要する経費などを要求しています。 

平成30年度 当初予算要求の概要 

局区予算要求方針 

１ 堺市職員「働き方改革」プラン“SWITCH”の推進 

２ 内部統制、個人情報の適正管理によるリスク管理 

３ 庁舎の適正な維持管理と災害への対応 



（堺区効果額含む）

効果額

○ 広告付デジタルサイネージ設置フロアの拡充 1 百万円

取組内容 「堺市地域防災計画」に基づき、大規模災害時における災害対応従事者用の災害用簡易
トイレ及び備蓄（飲料水及び食料）を確保し、迅速かつ的確な災害応急活動を実施する
ための体制整備を図る。

取組内容 広告料収入を確保するため、広告付デジタルサイネージ設置フロアを拡充するととも
に、堺区と連携して区役所窓口に広告機能付自動発券機を導入し、窓口の利便性の向上
と費用の抑制を図る。

◎ 災害対応のための環境整備

取組内容
本庁舎及び出先施設における複写機・プリンタのデジタル複合機化により、印刷経費の
削減を図る。

○ 複写機・プリンタのデジタル複合機化 11 百万円

7 百万円

○ 災害に対する備え 7 百万円

取組内容
災害時に危機管理センターを本館3階の大会議室へ拡張するため、危機管理室の間仕切
りを可動式にするとともに、同センターにおける庁内LANの無線LAN化により迅速な対応
を実現する。また、自衛隊や他都市などからの応援を円滑に受け入れるため、Wi-Fi環
境の整備を行う。

行財政改革の項目 

１ 本庁舎の利活用による歳入確保 

２ 事務事業改革 


